
平成３０年度 第１回行財政改革推進本部会議要旨 

日時：平成３０年６月４日（月） 

午前９時５０分～ 

会場：防災センター３階 災害対策本部室 

 

[審議事項] 

１ 使用料・手数料等の見直しについて 

平成２０年５月に見直し指針を策定し、適正な料金の設定について検討を行っていたが、

東日本大震災により取り組めていない状況となっている。 

平成２６年４月の消費税率８％の引上げの際にもほとんどの料金について据え置きと

なっていることから、適正料金との差異が生じている。 

また、平成３１年１０月１日から消費税率が１０％に引上げが予定されており、料金の

見直しが必要となっていることから、適正な原価に基づき使用料・手数料等を算出し、受

益者負担の適正化を図るもの。 

 

（１）主な内容  

原則全ての使用料・手数料・受益者負担を求めている負担金等について、適正料金の

検討を実施し、平成３１年１０月の消費税率の引上げと同時に改定する。 

 

【見直し方針】 

項   目 内      容 

① 料金の改定手法 
原則として消費税率１０％の原価（歳出の積上げ）を

基に、利用回数等から適正料金を算出し改定する。 

② 改定の時期 消費税率の改定時期の平成３１年１０月１日とする。 

③ 議会の提案時期 
住民周知の期間を鑑み、平成３１年第一回定例会での

提案とする。 

④ 単価及び端数処理 
料金単位は原則１０円単位とし端数については切捨て

とする。 

⑤ 改定率の上限 
料金増の緩和措置のため、改定率は現行料金の１．５

倍を上限とし、その後段階的な対応を行う。 

指定管理者制度導入施設についても、消費税率の引上げに伴う歳出の増加が生じるた

め、指定期間中の適正料金への改定に向け指定管理者と協議を図る。 

また、平成３１年１０月１日以前に開設する施設についても、消費税率の引上げ後の

適正料金への改定を行う。 

減免規程の端数処理についても原則１０円単位・端数切捨てとする。 

 



（２）今後の予定 

平成３０年 ６月：使用料・手数料等の適正料金の検討 

～１０月：行財政改革推進本部にて検討結果の審議 

１０月：当初予算要求 

１１月：条例改正案の作成 

平成３１年 ２月：条例改正及び予算の議会提案 

１０月：改正条例施行 


